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68～77 歳の就業状況に関

する調査結果 

～厚生労働省「中高年縦断調

査」）結果から 

◆中高年者縦断調査とは 

 厚生労働省は、令和５年の

「中高年者縦断調査（中高年

者の生活に関する継続調査）」

の結果を公表しました。中高

年者縦断調査は、平成 17年 10

月末に50～59歳であった全国

の中高年者世代の男女に対し

て、家族の状況、健康の状況、

就業の状況などを継続的に調

査したものです。第 19回（令

和５年）調査では、68～77 歳

の第１回（平成 17年）調査か

ら協力が得られた15,523人に

ついて集計しています。以下、

本調査の就業状況についてま

とめていきます。 

◆就業状況の変化 

 就業状況の変化をみると、

「正規の職員・従業員」は、第

１回調査（50～59 歳）では

38.7％でしたが、第 19回調査

（68～77 歳）は 2.4％と減少

しています。また、「パート・

アルバイト」は、第１回は

17.0％で第 19 回は 13.2％、

「自営業主、家族従業者」は、

第１回は 15.2％で第 19 回は

11.5％と減少傾向となってい

ます。 

なお、仕事をしていない人

の割合は、第１回は 18.1％で

したが、第 19回は 64.1％で、

年齢を追うごとに高くなって

います。 

◆仕事をしている理由 

仕事をしている人の仕事を

している理由を比較可能な第

６回（55～64歳）と比較する

と、第６回では「現在の生活

費のため」が男性 86.6％、女

性 60.6％と最も高く、次い

で、男性は「将来の生活資金

のため」40.4％、女性は「現

在の生活費を補うため」

39.5％と高くなっています。

一方、第 19回では「健康を維

持するため」が男性 53.8％、

女性 55.8％と最も高く、次い

で、男性は「現在の生活費の

ため」52.4％、女性は「社会

とのつながりを維持したいか

ら」43.4％となっています。 

 

◆就業希望の状況 

第 19回調査で、仕事をして

いない人のうち「仕事をした

い」と思っている人の割合は、

男性 14.2％、女性 10.2％とな

っています。年齢階級別にみる

と、68・69 歳で男性 19.1％、

女性 13.2％と最も高くなって

います。 

【厚生労働省「第 19 回中高年

者縦断調査（中高年者の生活に

関する継続調査）の概況」】 

https://www.mhlw.go.jp/touk

ei/saikin/hw/judan/chukou24

/dl/gaikyou.pdf 

「103 万円の壁」見直し賛

成企業が９割～帝国デー

タバンクの調査より 

◆「103万円の壁」とは？ 

帝国データバンクが行った

「103 万円の壁」引上げに対す

る企業アンケート（有効回答企

業数 1,691社）において、回答

した企業の９割近くが「103万

円の壁」の見直しに賛成してい

ることが明らかになりました。 

「103万円の壁」とは、年収

が 103 万円を超えると所得税

が発生し、配偶者控除の対象か

ら外れることを指すものです。

この壁を超えていないことを

配偶者手当の支給要件として

いる企業もあります。そのた

め、この壁を意識して働き控え

をするパートタイム労働者が
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多く、企業にとっても人手不足

の一因となっています。 

今回の調査では、67.8％の企

業が「103 万円の壁」の引上げ

に賛成し、21.9％の企業が「撤

廃すべき」と回答しました。つ

まり、合わせて 89.7％の企業が

現行制度の見直しを求めてい

るとわかります。 

◆アンケートでの主な意見 

企業からは、「壁を引き上げ

ることでパートタイム労働者

の働き控えが解消され、人手不

足の解消につながる」との声が

多く寄せられています。昨今の

最低賃金上昇により、103 万円

までの労働時間が短くなって

いることの影響もうかがえま

す。また引上げが実現すれば、

「減税効果により消費活動が

活発化する」という期待もあり

ます。その一方で、「社会保険

料の 106 万円・130 万円の壁も

あるので、所得税のみの見直し

では働き控えは残る」という意

見や、財源をどう確保するかに

ついて心配する声も見られま

す。 

◆最新動向を注視し対応策を 

103 万円をはじめとする「年

収の壁」を巡っては、法改正に

向けた動きが加速する可能性

があります。企業は最新の動向

を注視し、従業員が安心して働

けるよう適切な対応策を講じ

ることが重要です。 

【帝国データバンク「103万円の

壁」引き上げに対する企業アンケ

ート】 

https://www.tdb.co.jp/report/

economic/20241114-1-03mwall/ 

１月の税務と労務の手続期

限［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額（※）・住民

税特別徴収税額の納付［郵

便局または銀行］ 

※ただし、６ヶ月ごとの納

付の特例を受けている場

合には、令和 6 年 7 月か

ら 12 月までの徴収分を 1

月 20 日までに納付 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞［公共職業安定所］ 

31 日 

○ 法定調書＜源泉徴収票・報

酬等支払調書・同合計表＞

の提出［税務署］ 

○ 給与支払報告書の提出＜

１月１日現在のもの＞［市

区町村］ 

○ 固定資産税の償却資産に

関する申告［市区町村］ 

○ 個人の道府県民税・市町村

民税の納付＜第４期分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出

＜休業４日未満、10 月～

12 月分＞［労働基準監督

署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険料納付＜延納第

３期分＞ 

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない

～当事務所より一言～

明けましておめでとうご

ざいます。      

 

（2025年の年頭の目標）  

障害年金代理人のスキル

を高める。 

就業規則の作成に力を入

れる。         

仲間（ネットワーク）と協

力してより良いものを提

供する。          

それと心身の健康第一で

１年乗り切る。（睡眠不足

解消、日々平常心を保つ）          

上記は個人的目標で、

引き続き顧問先の皆様の

お役に立てるよう頑張り

ますのでよろしくお願い

します  

                            

場合）＜雇入れ・離職の翌月

末日＞［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税に係る住宅用地

の申告［市区町村］ 

 

本年最初の給料の支払を受け

る日の前日まで 

○ 給与所得者の扶養控除等

（異動）申告書の提出［給与

の支払者（所轄税務署）］ 

○ 本年分所得税源泉徴収簿の

書換え［給与の支払者］ 

 


